
Digital technologies have advanced more rapidly than any innovation in our history – reaching 
around 50 per cent of the developing world’s population in only two decades and transform-
ing societies. By enhancing connectivity, financial inclusion, access to trade and public ser-
vices, technology can be a great equaliser. 

In the health sector, for instance, AI-enabled frontier technologies are helping to save lives, 
diagnose diseases and extend life expectancy. In education, virtual learning environments 
and distance learning have opened up programmes to students who would otherwise be ex-
cluded. Public services are also becoming more accessible and accountable through block-
chain-powered systems, and less bureaucratically burdensome as a result of AI assistance. 
Big data can also support more responsive and accurate policies and programmes.

However, those yet to be connected remain cut off from the benefits of this new era and re-
main further behind. Many of the people left behind are women, the elderly, persons with dis-
abilities or from ethnic or linguistic minorities, indigenous groups and residents of poor or re-
mote areas. The pace of connectivity is slowing, even reversing, among some constituencies. 
For example, globally, the proportion of women using the internet is 12 per cent lower than 
that of men. While this gap narrowed in most regions between 2013 and 2017, it widened in the 
least developed countries from 30 per cent to 33 per cent. 

The use of algorithms can replicate and even amplify human and systemic bias where they 
function on the basis of data which is not adequately diverse. Lack of diversity in the technol-
ogy sector can mean that this challenge is not adequately addressed. 

Throughout history, technological revolutions have changed the labour force: creating 
new forms and patterns of work, making others obsolete, and leading to wider societal 
changes. This current wave of change is likely to have profound impacts. For example, the 
International Labour Organization estimates that the shift to a greener economy could 
create 24 million new jobs globally by 2030 through the adoption of sustainable practices 
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Technologies can help make our world fairer, more peaceful, and more just. Digital advances can support and ac-
celerate achievement of each of the 17 Sustainable Development Goals – from ending extreme poverty to reducing 
maternal and infant mortality, promoting sustainable farming and decent work, and achieving universal literacy. But 
technologies can also threaten privacy, erode security and fuel inequality. They have implications for human rights 
and human agency. Like generations before, we – governments, businesses and individuals – have a choice to make 
in how we harness and manage new technologies.

テクノロジーは私たちの世界をより公平に、より平和に、より公正にすることができます。デジタルの前進は、極度の貧困に終
止符を打つことから、母子の死亡率を減らし、持続可能な営農とディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を促
進し、誰もが読み書きできるようにすることに至るまで、17の持続可能な開発目標（SDGs）のそれぞれの達成を支援、加速
できます。テクノロジーはその一方で、プライバシーを脅かしたり、安全を脅かしたり、不平等の火に油を注いだりするおそれ
もあります。人権や人間の営みにも影響します。これまでの世代と同様、政府であれ、企業であれ、個人であれ、私たちには新
たなテクノロジーをいかに活用するか選択する余地があります。

デジタル技術のインパクト

誰にでも 
デジタルの 
未来はあるか

デジタル技術は、歴史上のどのイノベーションよりも急速に進み、わずか20年間で開発途上地域
人口のおよそ50％にまで浸透して、社会を変容させています。接続性や金融包摂、商取引や公共
サービスへのアクセスを向上させることにより、テクノロジーは平等化を促進する一大要因とな
りえます。

例えば医療部門では、AI搭載型の先端技術が救命や病気の診断、長寿に役立っています。教育で
は、バーチャル学習環境や遠隔学習のおかげで、これまでなら排除されていたはずの学生も指導
できるようになりました。公共サービスも、ブロックチェーン活用型システムを通じてアクセス
と説明責任が向上したほか、AIの支援によって事務処理負担も軽減しています。ビッグデータも、
より対応力が高く正確な政策やプログラムを支援できます。

しかし、まだテクノロジーとつながることができていない人々は、この新時代から置き去りにさ
れ、取り残されてしまうおそれがあります。取り残されている人々の中には、女性や高齢者、障
害者のほか、民族的または言語的少数者、先住民、貧困地域または遠隔地の住民が多く見られま
す。また、接続のペースが鈍化したり、さらには逆転したりするケースさえ見られます。例えば、
全世界でインターネットを利用する女性の割合は、男性より12％も低くなっています。ほとんど
の地域では、2013年から2017年にかけ、この格差が縮まっていますが、開発途上国に限ってみ
ると、その差が30％から33％へとさらに開いています。

アルゴリズムの使用は、十分な多様性を欠くデータを基に機能する場合、人間的・系統的バイア
スをそのまま反映したり、さらにはこれを増幅したりするおそれさえあります。技術部門での多
様性の欠如は、この課題に適切な取り組みが行われていないことを示す可能性もあります。

仕事の未来 歴史全体を通じ、技術革命は新たな形態やパターンの仕事を作り出す一方で、従来の仕事を時代
遅れにし、さらに幅広い社会変動をもたらすことで、労働力を変えてきました。現在の変革の波
は、深淵な影響を及ぼす可能性が高まっています。例えば国際労働機関（ILO）は、より環境に優
しい経済への移行により、エネルギー部門における持続可能な実践の採用、電気自動車の利用、お
よび、既存・新築の建築物におけるエネルギー効率改善を通じ、2030年までに全世界で2,400万
人に新たな雇用が生まれる可能性があると見ています。



デジタル技術のインパクト

その一方で、マッキンゼーなどのグループによる報告は、8億人が2030年までに自動化によって
職を失いかねないとしているほか、意識調査を見ても、すべての被用者の大半が、給料が高い仕
事を得るために必要な訓練もスキルもないことを不安視していることがわかります。

こうしたトレンドを管理するためには、例えば科学技術や工学、数学をもっと重視し、ソフトス
キルやレジリエンスを教え、人々が生涯を通じてスキルの学び直しや向上を図れるようにするこ
とにより、教育に対するアプローチを変える必要があるという点について、幅広い合意が見られ
ています。特に家庭での育児や介護をはじめとする無給労働については、世界的な人口構成の変
化によって、需要が高まる公算が高いため、さらに手厚く支援する必要があるでしょう。

データの未来 データ集積やAIなどのデジタル技術は現在、農業や医療、環境に関する問題を追跡、診断したり、
交通案内や料金支払いなどの日常的な作業を行ったりするために利用されています。これらは人
権の擁護や行使に利用できる一方で、例えば私たちの移動や買い物、会話、行動を監視したりす
ることで、人権の侵害にも利用されるおそれがあります。より多くの政府や企業が、財政的その
他の目的でデータマイニングやデータ利用を行うツールを手に入れています。

しかし、個人データの所有権に対する規制を向上させる定式があれば、個人データは本人にとっ
て資産となるでしょう。データ主導型のテクノロジーには、どのような保護が導入されるかに応
じ、個人のエンパワーメントを図り、人間の福祉を改善し、普遍的な権利を推進できる可能性が
あります。

ソーシャル 
メディアの 
未来

世界人口の半数近くは、ソーシャルメディアでつながっています。ソーシャルメディアは、人々
が自分の声を伝え、リアルタイムで全世界の人々に語りかけることを可能にします。しかし、そ
の一方でヘイトスピーチやデマを流す場を与えたり、エコーチェンバー現象を増幅したりするこ
とにより、偏見を固めたり、不和の原因を作ったりするおそれもあります。

ソーシャルメディア・アルゴリズムはこのような形で、世界中の社会の分断を助長しかねません。
とはいえ、その逆の効果を及ぼせる可能性もあります。

サイバー空間の 
未来

地政学的緊張が高まっている時代に、このような動向をいかに管理するかは、国内的にも国際的
にも活発な議論の的となっています。国連事務総長は、それぞれが支配的な通貨、貿易と金融の
ルール、相反する地政学的、軍事的見解に加え、独自のインターネットやAIに関するテクノロジー
を有する世界の大国間における「大きな亀裂」に対し、警鐘を鳴らしています。このような分裂
は、デジタル版「ベルリンの壁」を築くことにもなりかねません。国家間のデジタル協力、そし
て、平和と安全、人権、持続可能な開発のためのグローバル標準を反映する普遍的サイバー空間
はますます、世界の一体性を保つために不可欠と考えられるようになりました。「デジタル協力に
向けた世界的な決意」は、事務総長のデジタル協力に関するハイレベル・パネルによる重要な提
言の一つとなっています。

国連創設75周年（UN75)特集ページ（日本語）は以下をご覧ください。
    https://www.unic.or.jp/activities/international_observances/un75/
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